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るという都市サイクル仮説を提唱したオランダの都市人口学者 L・クラッセンは，1970 年から 1975 年までの
期間については，郊外化段階の都市が最も多かった（62%）ものの，英国などを中心に衰退（逆都市化）段






































































が高まった．そのなかで 1990 年代頃から広まったのが「創造都市」という概念であった． 
1994 年に開催された第 8 回国際文化経済学会（The Association for Cultural Economics 
















































ちょうど 1990 年代後半以降，UNESCO においても世界遺産への産業遺産の登録を重点事業とする動
き2がみられ，英国はいち早くそれに対応した．実際，「ブレナヴォンの産業景観」（2000 年），「ソルテア」









                                            
 



















ズに位置し，映画『わが谷は緑なりき』の舞台としても知られている．19 世紀から 20 世紀初め頃にかけて，
この地域で産出される石炭は black gold と呼ばれ，男性が熟練した肉体労働に従事しながら家族を支え，
強力な連帯意識，コミュニティ精神を涵養するレイバリズム（労働主義）の伝統が築き上げられた． 
しかしながら，1980 年前後の保守党サッチャー政権期，1980 年から 1988 年の間には 23 の炭坑が閉山






















                                            
 
3 ここで紹介する情報は Dicks（2000）の記述に基づいてまとめている。 






始まり，19 世紀半ばから 1990 年代に終焉するまで，フランス最大の炭田であった．フランスでは第二次世
界大戦後，炭鉱が国有化されたが，その直後の 1947 年に 20 万人以上いた労働者（うち 13 万 5 千人が地
下坑夫）が，1990 年にはたった 3307 人の炭鉱労働者が残るのみであった．1920 年代までに，ポーランドを
中心とした移民労働者が流入して定着し，フランスの統合政策とは裏腹によく組織されたコミュニティを形
成した．そして 1950 年代以降は，国営企業がモロッコやアルジェリア出身の人々を短期契約で雇用したが，
その大半は 1960 年代，70 年代も留まることに成功し，坑内夫の多数派を形成することとなった．また，英国
では炭坑夫たちが産業時代の英雄とみなされ，国民的想像力に結び付けられるのに対し，フランスでは炭
坑夫というものはあくまでローカルな存在であった． 






































































































                                            
 







いうことになったが，2008 年 9 月，新たな自治体も参加して 6 県 11 市となり，再度提案されたものがユネス





るかが課題となっていた．これについては，2012 年 5 月，ユネスコの世界遺産登録に向けた推薦方法を，
文化庁に代わって内閣官房が主導し，閣議で決定する仕組みに改める方針とする「稼働中の産業遺産又
はこれを含む産業遺産群を世界遺産登録に向けて推薦する場合の取扱い等について」が閣議決定され，
稼働資産を含めた「遺産群」の世界遺産への推薦がいよいよ現実的となった．そして 2013 年 9 月には日本
政府が「明治日本の産業革命遺産」を世界遺産推薦候補に決定し，その翌年 9～10 月に UNESCO の諮
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7 この間，別の動きとして，経済産業省も 2007 年度および 2008 年度に，地域の活性化に役立てることを目
的として，各地の「近代化産業遺産」を大臣認定し，地域史・産業史の観点からそれぞれ 33 のストーリー
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こうして 1998 年度から，「町の中にあるもので自立して行かなければならない」（北海道開発協会 2003: 
29）という方針の下で，空知支庁の地域政策課産炭地振興係の職員が中心となり，地域政策推進事業とし
て「炭鉱の記憶」事業が開始された．その後，現在に至るまでほぼ一貫して空知支庁では「炭鉱の記憶」を 
                                            
 
1 北海道の出先機関．2010 年より空知総合振興局となったが，本節では一貫して空知支庁と表記する． 
2 一例として，芦別市のカナディアンワールドは開業からわずか 7 年の 1997 年に閉園し，その過程では市長が引責
辞任するという事態も生じた． 
3  『北海道新聞』1998.2.13 朝刊，4 面． 
4 この構想を基にして誕生したのが「北海道遺産」であり，2001 年に 25 件，2004 年に 27 件がそれぞれ選定された．
空知管内の炭鉱の遺構についても，「空知の炭鉱関連施設と生活文化」として北海道遺産に選定されている． 


























赤平市に目を移すと，最後まで操業を続けた住友赤平炭鉱は 1994 年 2 月に閉山を迎えている．先述し












次ぐ第 2 位の位置にあり，現在でも第 4 位と他の産炭自治体よりは上位に位置している（表 3-2，図 3-1 参 













































空知支庁から空知産炭地域の 6 市 1
町に対して，炭鉱遺産の保全・活用を
担う市民団体の選定依頼が行われた」
                                            
 
6 A 氏と，元赤平市職員であった B 氏への聞き取りより（2016 年 8 月 3 日）．なお，この際に当時の住友石炭赤平炭
礦社長の命を受けて機器の管理を担ったのが A 氏であった． 
7 『北海道新聞』1998.7.28 朝刊，26 面． 
図 3-1 空知管内における主要な産炭地域の製造品出荷額の推移 
表 3-2 空知管内の主要な自治体の製造品出荷額の推移 
（出所） 経済産業省（2016）を基にして筆者作成．図 3-1 も同様． 
図 3-2 第 2 次世界大戦後の赤平市の人口の推移 
（出所） 赤平市（2017）を基にして筆者作成． 
（百万円）
市町村／年 1990 1995 2000 2005 2010 2014
赤平市 24,874 32,263 31,658 20,688 19,964 21,486
夕張市 9,714 9,987 10,675 10,905 11,485 10,392
岩見沢市 43,852 55,268 50,783 48,841 58,033 72,288
美唄市 26,046 28,024 22,754 16,426 15,809 15,876
芦別市 19,696 20,872 18,548 12,740 15,180 14,426
三笠市 22,318 29,791 23,032 21,208 17,023 13,170
滝川市 23,188 21,266 19,692 14,499 10,178 11,931
砂川市 20,028 27,733 24,983 19,063 29,713 26,015
歌志内市 865 1,284 886 584 334 711
深川市 13,055 12,618 13,444 9,149 5,459 4,353
奈井江町 18,632 17,421 16,972 17,699 23,930 26,224





（吉岡 2005: 79）．そこで，前出の B 氏が取りまとめ役となり，「炭鉱の歴史を保存・継承する市民会議」（以
下，市民会議）が発足した．委員は，炭鉱の元職員・鉱員，さらに本章で後述する元炭婦協の関係者が合
























このような経緯で，赤平においては炭鉱遺産の保全活用が徐々に進みつつあった．そして 2003 年 9 月
に第 6 回国際鉱山ヒストリー会議（以下，鉱山会議）が開催されることになる． 
鉱山会議が空知で開催されたきっかけは，都市経済評論家の加藤康子氏が「炭鉱の記憶」事業に参画
                                            
 
8 A 氏への聞き取りより（2016 年 6 月 30 日）． 
9 B 氏への聞き取りより（2016 年 8 月 3 日）． 














年の秋から，北海道と空知支庁それぞれの担当者，赤平市の B 氏や C氏らが札幌で鉱山会議の打合せを
開くなど，水面下でさまざまな折衝が行われている16．人口が 2 万人にも満たない自治体が国際会議を主
催すること，さらには応分の経費負担が発生することへの懸念の声もあったが，空知支庁からの説得や親
松市長の意向もあり，2000 年 12 月から親松市長が北海道や中央省庁，住友石炭鉱業などに対して開催
の協力を依頼するようになった．2001 年 5 月には，親松市長を会長としつつ，空知管内の旧産炭地 6 市 1
町と空知支庁によって構成される「国際鉱山ヒストリー会議誘致委員会」が開催され，英国の事務局に対し
て招請文を送付した後の 2001 年 8 月，第 6 回鉱山会議の赤平開催が正式に決定した（国際鉱山ヒストリ
ー会議赤平大会実行委員会編 2003）． 











の資料が A 氏らの手によって 2002 年から保存され，これらも鉱山会議の際に炭鉱事務所で展示された． 
 
3.1.4 国際鉱山ヒストリー会議の開催とその後 
鉱山会議は 2003 年 9 月 26 日から 29 日まで開催された．国内外から 147 名が会議に参加し，フォーラ
                                            
 
14 NPO 法人炭鉱の記憶推進事業団で理事長を務める C 氏によれば，加藤氏は並行して日本の産業遺産の世界
遺産登録を目指しており，鉱山会議の開催もこうした動きの一環であるという（2016 年 6 月 16 日，C 氏への聞き取
りより）．他に，長崎県の端島炭鉱跡（「軍艦島」）においても，加藤氏は当時の高島町長に世界遺産という可能性
を提示している（木村 2014: 162）． 
15 B 氏への聞き取りより（2016 年 8 月 3 日）． 
16 C 氏への聞き取りより（2016 年 6 月 16 日）． 
17 前年の 10 月に設置された「準備室」を改称して増員したもので，初代の室長を B 氏が務めた． 
































出の C 氏によれば，後述する炭婦協で活動した女性たちや元鉱員も準備作業の手伝いに入ったという23． 
このように，徐々に炭鉱の記憶を活かしたまちづくりが進展する一方で，行政は財政的な理由から積極
                                            
 
19 『第 6 回国際鉱山ヒストリー会議報告書』より． 
20 D 氏への聞き取りより（2016 年 8 月 2 日）． 
21 A 氏への聞き取りより（2016 年 6 月 30 日）． 
22 炭鉱経営で財を成した山田三郎氏の旧邸宅．炭鉱隆盛期の象徴と見なされてきた一方長らく空き家となっていた
が，鉱山会議を機にして赤平市の民間企業の手によりリフォームされ，そば屋として現在も営業している．  
23 C 氏への聞き取り（2016 年 6 月 16 日），および E 氏への聞き取り（2016 年 12 月 2 日）より．E 氏は地元の建設会











の担い手を 4 つの社会層に分けて考察していく． 
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24 空知管内の旧産炭地域で，国や北海道が出資した空知産炭地域総合発展基金から不適切な長期借り入れ
が行われていた問題（いわゆるヤミ起債問題）が発覚し，赤平市も約 13 億 5 千万円の返済を迫られた．
加えて，赤字が続く赤平市立病院の経営状況を改善させなければ財政再建団体認定も考えられたため，赤
平市ではさまざまな財政健全化策が取られることになった． 




















































































ので，徐々に他の地域にも広がっていったという．2009 年にパンフレットが完成し，2011 年 10 月からは立
坑櫓をライトアップするTANtanまつりが開催されるようになる．その他，修学旅行の受け入れなども随時行
っていて，2010 年には 42 回の開催で延べ 1050 人の参加が，2011 年には 51 回で 740 人の参加という数














3.2.2 JC と商工業者 



























































































労働組合の援助を受け，1953 年（昭和 28 年）からは任意加入から全員加入となり，会費も一人 10 円となっ




























































活動を展開した．例えば，国際民主婦人連盟が開催を決定した「世界母親大会」（1955 年 7 月，スイス）へ
の日本代表派遣に際して，1955 年（昭和 30 年）6 月に第 1 回日本母親大会が開催され，北海道炭礦主婦
協議会の会長となった多嶋光子氏を世界母親大会に派遣するための街頭募金が赤平でも行われた． 
また，1950 年～60 年代にうたごえ運動が盛んになり，北海道でも「北海道炭鉱のうた声」が開催されたが，
昭和 33 年に，第 3 回「北海道炭鉱のうた声」が赤平・住友親友会館で開催された．「住友主婦会は鮮やか
な衣裳で花笠音頭，炭砿節を踊り遠来のお客さんから大きな拍手のうづとなった」（住友赤平炭砿主婦会 
1994:26）と記載されている． 
































た．1975 年（昭和 50 年）の国際婦人年に端を発し，1977 年（昭和 52 年）に「婦人の地位向上，福祉の向上
と社会参加」を目指した「北海道婦人行動計画」が策定された．このことを受けて，女性が等しく社会参加
に対する意識を育てるとともに，相互の理解と協調の精神を高めるべく，1978 年（昭和 58）年 5 月に赤平婦
連協・主婦協・農協婦人部・消費者協会・母子会の代表によって準備会（赤平市婦人行動計画代表者会
議）が設立され，1979 年（昭和 59 年）に 18 団体で「ふるさと女性の会」が発足することになった． 
この「ふるさと女性の会」は，男女平等婦人共同計画の策定のためのもので，「自立プラン」（昭和 62 年），
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3.2.4 炭鉱労働者＝鉱員 
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